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の校長が 1873 年の報告書の中で以下のように記していることからも推察できる。 
 
彼ら（見習い教員：筆者註）は週に 6 日間、毎日約１時間半の指導を受け、1 時間は授業
の準備や運動に充て、残りの 6 時間は授業を担当した。彼らは遊び盛りであり、強固な意
志も備わっていな子どもである。それが 1 日 8 時間もの重労働に従事するのである7。 
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クイーンズランド州の見習い制度は 1930 年代初めまで初等教員養成の主流となってお
り、見習い教員が最多を記録した 1916 年には、州全域で教職に就いていた 4,050 人の教
員のうち 1,046 人が見習い教員であった8。 
 
2 教員養成カレッジにおける養成 
見習い制度による養成が行われる一方で、1870 年から 1880 年代にかけてオーストラリ
アでは、ビクトリア(1870)、南オーストラリア（1876）、ニューサウスウェールズ(1880)



















































は、それまで 2 年間であった中等教員コースが 1950 年には 18 ヶ月になり、翌年には 1











るため、全国に教員カレッジが増設され、1946 年の７校から 1962 年には 28 校へと増加
した21。クイーンズランド州では 1957 年にケドロンパーク教員カレッジ(Kedron Park 
Teachers College)、1961 年にノースブリスベン教員カレッジ(North Brisbane Teachers 
College)、1969 年にタウンズビル教員カレッジ(Townsville Teachers College)とマウント


































に増加した。そして、1970 年代後半には、教員養成課程の学生数は 30 以上の高等教育カ






る 4 年間のプログラムを実施するようになっており、その影響で高等教育カレッジでも 4
年間の初等教員養成プログラムを実施するところが出始めた。 
1980 年代に入るとオーストラリア経済が低迷し、経済上の政策転換が高等教育の分野に
も波及し、再び高等教育機関の統合が行われた。1981 年から 1983 年にかけて、予算削減
と教員の供給過多を理由として、高等教育機関の統合が行われ、全国で 2 つの大学28を含
む 39 の教員養成系の高等教育カレッジが統合され、13 の新たな高等教育機関が誕生した。
その結果、高等教育カレッジの数は 68 から 45 に減尐したが、逆に 1 校あたりの学生数は
増大し、20 校が 3,000 人以上の学生を擁するようになった29。クイーンズランド州では、
ケルビングローブ、マウントグラバット、ノースブリスベンの高等教育カレッジがブリス
ベン幼児教員カレッジと統合して、大規模なブリスベン高等教育カレッジ (Brisbane 
College of Advanced Education)となった。また、州北部にあるジェームズ・クック大学









制度（National Unified System）」が導入された。「全国統一制度」は 1989 年に開始され、
1990 年にかけて大学と高等教育カレッジの大規模な統合が行われた。オーストラリアの高
等教育を研究する杉本は「全国統一制度」による機関統合を 3 つのタイプに分類している
32。第 1 は、大学による高等教育カレッジの吸収合併であり、第 2 は、高等教育カレッジ
内の統合、そして第 3 は、高等教育カレッジ単独の大学昇格である。これらの機関統合の
結果、1987 年には大学 19 校、高等教育カレッジ 46 校であった全国の高等教育機関が、

































                
1973以降  高等教育カレッジに統合               
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*  一部 Queensland を QLD と表記 
図 3-1 クイーンズランド州における教員養成機関の統合例 1     
 
1849 ブ リ ス ベ ン 芸 術 学 校
(Brisbane School of Arts))設立 
1911ブリスベン幼児教員養成カレッジ(Brisbane Kindergarten Training College) 設立 




1914 ケルビングローブ教員養成カレッジ(Kelvin Grove Teacher 
Training College)設立→1976 教員カレッジ(Teachers College)となる     
1957ケドロンパー ク教員カレッジ(Kedron Park Teachers College) 設立 
1969 マウントグラバット教員カレッジ (Mount Gravatt 






(Queensland Institute of 
Technology) となる 
ケルビングローブ高等教育カレッジ (Kelvin Grove CAE)        
マウントグラバット高等教育カレッジ (Mount Gravatt CAE)      
ノースブリスベン高等教育カレッジ  (North Brisbane CAE)   
1989 ク イ ー ン ズ ラ ン ド 工 科 大 学
(Queensland University of Technology ) 設立 
ブリスベン高等教育カレッジ  
(Brisbane CAE)設立 
1957 クイー ンズランドコンセルバトワー ル(QLD  Conservatorium)設立 
1981 クイー ンズランドアー トカレッジ(QLD Art College)設立 
1986 ゴールドコースト高等教育カレッジ(Gold Coast CAE) 
 1971  グリフィス大学 
( Griffith University ) 設立 
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図 3-2 クイーンズランド州における教員養成機関の統合例 2            
 






第 2 節 クイーンズランド州の教員養成・登録・採用・研修制度 
 
 第 2 節では、現在の教員養成制度と、関連する諸制度について検討する。 
  
1 教員養成制度 
(1) 教員養成制度  
クイーンズランド州の教員養成はほとんどが大学で行われている。表 3-1 は、2008 年現
在クイーンズランド州において認定された教員養成プログラムを実施している教員養成機
関と各機関に在籍する教員養成課程の学生数の一覧である。教員養成機関の内訳は、州立 
大学 8 校、私立大学 1 校、私立の高等教育カレッジ 1 校である。1909 年創立のクイーン
ズランド大学は、州で最も古い大学であり、シドニー大学やメルボルン大学とともに「オ
1909 クイーンズランド大学設立 
(University  of  Queensland) 1961 タウンズビルユニバー シティカレッジ設立 
(University College of Townsville) 
1969 タウンズビル教員カレッジ設立   
(Townsville Teachers College) 
1972  タウンズビル高等教育カレッジ 
(Townsville  CAE)    1982年統合 
1970 北部クイー ンズランド・ジェー ムズ・クック大学に 
(James Cook University of Northern Queensland) 
クイーンズランド大学として現在まで存続 
1998 ジェー ムズ・クック大学( James Cook University )に名称変更  
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教員資格の取得方法は大きく 3 つに分けられる。第 1 は、4 年間で教育学のバチェラー 
を取得することであり、第 2 は、4 年間で教育学以外のバチェラーを取得したあと大学院
レベルの課程で 1 年または 2 年履修し、グラデュエート・ディプロマの資格(Graduate 
Diploma)を取得する方法である。第 3 は、学部課程で 4 年あるいは 5 年履修し、教育学と
それ以外のバチェラーを同時に取得する(double degree)方法である。 
入学者の選考は原則として高等学校最終学年に州全土で実施される統一テスト
(Queensland Core Skills Test)の結果と学業成績により行われ、個別の入学試験は実施さ
れていない。テストの結果は 1（最高点）から 25 の総合評定（Overall Positions: OPs）





センター(Queensland Tertiary Admission Center: QTAC)39を通して行われる。 
先述のように、クイーンズランド州では教員登録制度が実施されており、認定された教
員養成プログラムを修了した者は原則として登録される。プログラムの認定は州の教員登
録を管轄する機関（Queensland College of Teachers：以下、教員登録機関）40が行い、教
員養成プログラムの認定ガイドライン41を作成し、それに基づいて各大学のプログラム内
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容を審査し、認定の可否を決定している（教員登録については第 3 節で詳述）。 
 
表 3-1  クイーンズランド州の教員養成機関と学生数（2008 年） （単位：人） 
*オーストラリアカトリック大学の学生数には他州のキャンパスに在籍する者も含まれる。そ
れゆえ、総計には同大学の学生数は含めていない。 
出典：Queensland College of Teachers, Teacher Education, Approved Programs； Australian 
Government Department of Education, Employment and Workplace Relations, Student 
2008 Selected Higher Education Statistics を基に筆者作成。 
 












養成機関名 設立 本部所在地 学生総数 
養成プログラムの在籍者数 
総数 男 女 
クイーンズランド大学 1909 ブリスベン 38,050 753 216 537 
ジェームズ・クック大学 1970 タウンズビル（ケアンズ） 16,431 1,383 227 1,156 
グリフィス大学 1971 ブリスベン 37,109 3,230 885 2,345 
クイーンズランド工科大学 1988 ブリスベン 39,242 2,966 715 2,251 
オーストラリアカトリック大学 1991 ブリスベン *16,244 *3,897 *850 *3,047 
セントラルクイーンズランド大学 1992 ロックハンプトン 18,579 1,204 248 956 
サザンクイーンズランド大学 1992 トゥーンバ 24,233 2,146 487 1,659 
サンシャインコースト大学 1996 サンシャインコー スト 7,048 901 246 655 
ボンド大学 1987 ゴールドコースト 6,012 0 0 0 
クリスチャンヘリテッジカレッジ 1986 ブリスベン 793 218 50 168 
総計 187,497 12,801 3,074 9,727 
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能取得のためのプログラムなどもあり、すべてを合わせると 100 種類以上にのぼる。 
 
 















グラデュエート・ディプロマ（教育学）［初等教育, 中等教育, 初等教育中等教育］  
バチェラー（教育学）［中等教育］ / バチェラー（科学）  
バチェラー（教育学）［初等教育＆中等教育］/ バチェラー（人文学）  
バチェラー（スポーツ科学）/ バチェラー（教育学）［中等教育］  










グラデュエート・ディプロマ（成人職業教育） (2008 年以降)  
バチェラー （人文学）/ バチェラー（教育学）［中等教育］ 
バチェラー （人文学） (言語および言語学) /バチェラー（教育学）[中等教育]  
バチェラー（科学）/ バチェラー（教育学）［中等教育］ 
バチェラー （福祉サービス）/ バチェラー（教育学）［初等教育］ 
クイーンズランド工科大学(Queensland University of Technology) 
バチェラー（教育学）（幼児, 初等教育, 中等教育） 
バチェラー（教育学） （幼児教育研究） 
グラデュエート・ディプロマ（教育学）（低学年教育, 中学年教育, 高学年教育）  
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バチェラー （人文学）/ バチェラー（教育学）［中等教育］  
バチェラー（人文学） (LOTE) / バチェラー（教育学）［中等教育］  
バチェラー（応用化学）/ バチェラー（教育学）［中等教育］ 
バチェラー （応用化学） （人間行動学）/ バチェラー（教育学）［中等教育］  
バチェラー （人文学）/ バチェラー（教育学）［初等教育］ 
バチェラー（応用化学）/ バチェラー（教育学）［初等教育］ 
バチェラー（人文学）/ バチェラー（教育学）（幼児教育) 
バチェラー（人文学）/ バチェラー（教育学）［幼児教育］- LOTE  
オーストラリアカトリック大学(Australian Catholic University) 
バチェラー（教育学）［幼児＆初等教育］ 
バチェラー（教育学） ［初等教育］  
バチェラー（教育学）［初等教育］-先住民教育  
マスター（教授学） ［初等教育＆中等教育］  
グラデュエート・ディプロマ（教育学） ［中等教育］   
バチェラー（教授学）/ バチェラー（人文学）  
セントラルクイーンズランド大学(Central Queensland University) 
バチェラー（学習マネジメント学）［幼児教育, 初等教育, 中学年教育, 日本語教育, 中等
教育＆職業訓練教育］ 
グラデュエート・ディプロマ（教授･学習学）［初等教育, 中等教育］  
サザンクイーンズランド大学(University of Southern Queensland) 
グラデュエート・ディプロマ（教授･学習学）（低学年教育, 初等教育, 中学年教育, 中等教
育, 職業訓練教育)  
バチェラー（教育学）［幼児, 初等教育, 中等教育, 特別教育, 技術職業教育］  
バチェラー（人文学）/ バチェラー（教育学）［高学年＆中学年教育］  
バチェラー（商学）/ バチェラー（教育学）［高学年＆中学年教育］ 
バチェラー（科学）/ バチェラー（教育学）［高学年＆中学年教育］ 
バチェラー （ビジュアルアート）/ バチェラー（教育学）［高学年＆中学年教育］ 
バチェラー（音楽）/ バチェラー（教育学）［高学年＆中学年教育］  
バチェラー （ドラマ）/ バチェラー（教育学）［高学年＆中学年教育］ 
サンシャインコースト大学(university of Sunshine Coast) 
グラデュエート・ディプロマ（教育学）［低学年, 中学年, 高学年,初等教育］（留学生向け）  
バチェラー（教育学）［高学年＆中学年教育］ / バチェラー（人文学］  
バチェラー（教育学）［高学年＆中学年教育］ / バチェラー（科学） 
バチェラー（教育学）［高学年＆中学年教育］/ バチェラー（ビジネス）  




クリスチャンヘリテッジ大学(Christian Heritage College) 
バチェラー（教育学）［初等教育/低学年, 初等教育/中学年教育, 中等教育/中学年教育］ 
バチェラー（教育学）［中等教育/ 中学年教育］ （大学院レベル）  
バチェラー（人文学）/ バチェラー（教育学）［初等教育/低学年, 初等教育/中学年教育, 中
等教育/中学年教育］  
出典：Queensland College of Teachers: Teacher Education, Approved Programsを基に筆者作成。 
 











   表 3-3 履修形態別教員養成課程の学生数（2008 年）    （単位：人） 
 通学 遠隔 複合 フルタイム パー トタイム 計 
クイー ンズランド大学 731 1 21 654 99 753 
ジェー ムズ・クック大学 825 248 310 985 398 1,383 
グリフィス大学 2,885 103 242 2,827 403 3,230 
クイー ンズランド工科大学 2,340 215 411 2,528 438 2,966 
オー ストラリアカトリック大学 *3,658 *212 *27 3,470 427 *3,897 
セントラルクイー ンズランド大学 729 201 274 1,019 185 1,204 
サザンクイー ンズランド大学 934 526 686 1,669 477 2,146 
サンシャインコー スト大学 878 0 23 768 133 901 
ボンド大学 0 0 0 0 0 0 
クリスチャンヘリテッジカレッジ 194 0 24 175 43 218 
計 9,516 1,294 1,991 10,625 2,176 12,801 
 *オーストラリアカトリック大学の学生数は他州にあるキャンパスに在籍する者も含まれる。それゆえ、
総計には同大学の学生数は含まれていない。 




































































養成プログラムの認定に関するガイドライン(Guidelines on the Acceptability of Teacher 




















「教職専門性スタンダード」は、表 3-4 に示すように「スタンダード 1」から「スタン








表 3-4  「教職専門性スタンダード」（抜粋） 
教授･学習 
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STD 2 言語、リテラシー 、ニュー メラシー の能力を発達させる学習を構成し、実施する。 
知識 言語・リテラシー ・ニュー メラシー の特質・理論・政策、情報収集、評価方法、テキストの言語様式、
コミュニケー ションの方法、ICTの効果、ニー ズの把握と支援の方法、教授技能など 
実践力 カリキュラム分野において必要な言語・リテラシー ・ニュー メラシー を認識する。情報を収集し、活
用する。効果的な授業を行う。技能向上の方法を見つけ、適用する。技能を評価し、通知する。 評価
を活用する。 
価値 すべての生徒の言語、リテラシー 、ニュー メラシー の発達に高い期待を示し、これらの技能を向上さ
せる。効果的な技能のモデルを示す。教員自身の技能を向上させる。 
































する。生徒の社会参加を促すパー トナー シップを構築する。  

































出 所 ： Queensland College of Teachers (2006) The Professional Standard for 
Queensland Teachers を基に筆者作成。 
 





(reflective practice and professional renewal)(STD10)の 3 つの領域に分けられている。




       
図3-3  「教職専門性スタンダード」の構成   
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①  公正なアクセスを実現する。 
②  確実な英語能力を有する。（プログラム修了までに IELTS７の能力を有する。） 
③  学部プログラムは、最低限の英語能力を必要とし、大学院プログラムは、学部段階で
将来の教授科目に関する十分な知識が修得されている。 
④  教員としての適性を備えている。 
3 教員養成プログラムの内容 
 ① 教員養成の理念および学生が修得すべき成果目標を明示する。 


























⑥ 最低 2 校以上で実施する。 
⑦ 学部プログラムでは、最低 100 日間で、80 日間は学校またはそれに準ずる教育機関
で実習を行う。（大学院プログラムは 75 日と 55 日） 
* 高校や高等教育機関（専門学校や大学）で取得した単位や学位、資格が全国的に認定され、互換でき
るシステムのこと。 
出典：Queensland College of Teachers (2007) Program Approval Guidelines for Pre-service 





ード委員会(Professional Standard Committee: PSC)が行っている。同スタンダード委員
会はプログラムの認定以外にも、「教職専門性スタンダード」の開発とその活用、登録更新
















図 3-4  教員養成プログラムの認定プロセス 
出典：Queensland College of Teachers (2007) Program Approval Guidelines for Pre-service 









再審査請求（大学）                   
第 1 次申請受理 
申請 
















第 2 次認定 第２次申請受理 




















































は 4 年、大学院プログラムは 1 年）有効であるが、大学はその間も毎年プログラムについ
て審査委員会と協議を行い、プログラムの検討および改善を行わなければならない。また、
プログラムの内容を変更する場合は事前の承認が必要である。第 2 次認定は、第 1 次認定
から 5 年以内に行われる。第 1 次認定プログラムの履修生が修了に近づくと、審査小委員
会の委員は大学を訪問し、第 2 次認定に向けた協議を開始する。この協議では、大学の教
員だけでなく、最終学年の学生や卒業生、実習校の教員、採用機関などからの意見も聴取

































































































に教師教育委員会(Board of Teacher Education: BTE)が設立され、同委員会の管轄で教員














Registration］Act 1988)）と「1999 年教育（教員登録）条例」(Education［Teacher 
Registration］By-Law 1999）が制定された。これらの法律には 1980 年代半ばに実施さ
れた州の教師教育に関する見直しの結果提示された数々の勧告が盛り込まれており、教員
登録委員会（Queensland Board of Teacher Registration: BTR）が法律上の権限を有する
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独立した機関として新たに設立された。さらに、2000 年代になると、社会の変化に伴って
教職の世界にも再び変革が求められるようになり、2004 年から 2005 年にかけて教員登録
委員会の機能と権限に関する見直しが行われた。その結果 84 項目の提言を盛り込んだ法
律(Education [Queensland College of Teachers] Act 2005)が新たに制定された。これによ
り、教員登録委員会も 2006 年度より名称を「クイーンズランド・カレッジ・オブ・ティ








である。他の理事はすべて教育大臣の推薦により州知事が任命し、任期は 3 年である。 


















図 3-5 教員登録機関の組織図 
出典：Queensland College of Teachers (2009) Annual Report 2008 を基に筆者作成。 
 
また、教員登録機関には、①  教職スタンダード委員会 (Professional Standards 
Committee) 、②教員登録委員会 (Registration Committee) 、③職務遂行委員会
(Professional Practice and Conduct Committee)、④内部検討委員会(Internal Review 





育大臣の推薦を受けて、州知事が任命し、任期は 4 年である（2008 年現在）。 
 
教員登録機関事務局 



















































教員懲戒委員会 弁護士 1 名、登録教員 2 名、非登録教員 2 名 
出典：Queensland College of Teachers (2009) Annual Report 2008 を基に筆者作成。 
 






















































(4 ) 教員の登録状況 
図 3-6 は、2008 年 12 月現在、登録を行っている教員の就労状況を示したグラフである。
縦軸は登録者数、横軸は登録者の就労機関を示している。登録者総数は 9 万 6,985 人であ
るが、就業中の者は 57％であり、そのうち 70％が州立学校で教職に就いている71。登録者




        図 3-6  教員登録者数就労状況（2008 年 12 月 31 日現在） 
出典：：Queensland College of Teachers (2009) Annual Report 2008 を基に筆者作成。 
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による登録者が 596 人おり、その内訳は、ビクトリア州 176 人、タスマニア州 27 人、南
オーストラリア州 71 人、西オーストラリア州 72 人、北部準州 56 人、ニュージーランド
194 人となっている。 
 
 (5 ) 教員登録制度の特質 
 以上のことから、クイーンズランド州における教員登録制度の特質として以下の点を挙
げることができる。 


















































































                          
 
 




       
図 3-7  クイーンズランド州における教員採用の流れ 
出典：Queensland Government, Department of Education and the Arts (2009) Guide for 
Teacher Applicants, Application for Teacher Employment Form により筆者作成。 
 
応募者は一般応募者(General Applicants)と新卒応募者(Graduate Applicants)、専門




















































ド」の達成状況が評定の基準となる(表 3-7)。審査の結果は、「優秀(Outstanding Applicant: 
OA)」、「優良(High Performing Applicant: HP)」、「良(High Sound Applicant: HS)」、「可












表 3-7  採用のための審査基準 


































出所：Queensland Government, Department of Education and the Arts (2009) Guide for 
Teacher Applicants により筆者作成。 
 















































































補助金を得て、連邦および州教育省の「教員資質向上プログラム (Quality Teacher 
Program：QTP) 」と呼ばれる研修プロジェクトを実施することができる。さらに、公立






















1) 研修開発のスタンダード   
① 州教育省の政策に見合う研修内容であること。 
②  参加者に有意義な省察を促すこと。 
③ 参加者の変容プロセス、興味、関心の変化を考慮に入れること。 
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①  参加者のニーズに応えるものであること。 
②  参加者の積極的な取り組みを促進するものであること。 
③  参加者の動機を高める方策を含めること。 
④  資料、講師、開催場所など研修に必要な物的・人的資源が適切に提供されること。 
⑤  協働学習の機会が含まれていること。 











for Professional Development)(以下、「研修スタンダード」)は 2009 年 8 月に改訂された
ものである。新たなスタンダードは成人教育に関する最新の研究結果を取り入れ、特に以




ある。第 3 は、多様な文脈に対応することである89。｢研修スタンダード｣は表 3-8 に示す




表 3-8  「研修スタンダード」（2009 年版） 





実施 内容 研修を受ける側の状況やニーズに対応した内容である。 
積極性 参加者の積極的参加を促すものである。 
情報 情報伝達 だれもが研修に関する情報にアクセスし、参加できる。 
評価 評価 参加者の意見をもとに、研修の成果を的確に評価する。 
出典：Queensland Government (2009) Standards for professional development を基に筆者作成。 
 
また、研修は教員登録を更新する際にも必要とされる。先述のように、クイーンズラン









    
(3)  教員研修制度の特質 
以上のことから、クイーンズランド州における教員研修制度の特質として、以下を挙げ
















の「職能開発アジェンダ (Professional Development Agenda 2009)」では、①授業、評価、
成績通知、②情報通信技術の活用、③創造性の向上、④指導力と文化94、⑤先住民の教育
成果が教員研修の優先項目として設定されているが95、これらはすべて教育改革と結びつ
いたものである。なお、教員の研修に関する調査で、6 割から 7 割の者が職務上研修の必
要性を感じており、また研修に参加することによって効果があったとしていることから、
ニーズに応じた研修が効果的に行われているのではないかと推察できる96。 





















































                                  
                 ①④         ⑤          
                      ⑪                                  
                       ⑥           
    ②③               ⑬   
       成果目標・評価基準としてのスタンダード                                                   
⑧   ⑫                   
                                    ⑭           
               ⑨⑩        ⑮              
           （⑬）⑦                             
                                  
 
   ① 教員養成プログラムの認定     ② 認定プログラムの実施 
③  学生の評価              ④ 認定プログラム修了者の登録受理   
⑤  登録教員の適格性の保証         ⑥ 応募者の適格性の確認   
⑦  実習生の指導と評価         ⑧  研修の提供 
⑨  初任者研修の実施と条件付き登録教員の評価 
⑩ 登録更新に必要な研修の実施 
⑪ 現職教員の登録更新のための審査 
⑫  教職ポートフォリオ（学業成績、実習評価等）の提出  
⑬ 新任教員の採用審査 
⑭  研修権の保障と自律的研修の奨励  ⑮  研修による資質の維持・向上 
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